
図１ 国際間環境問題の分類  

図２ モデルの全体構成  
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経済成長モデルによる国際間環境問題の政策分析 
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1．はじめに  

 自然環境はあらゆる生物にとって必要不可欠なものであるが、今日様々な環境問題が生じており、将来世代を考慮した長

期的な対策が必要とされている。今日生じている環境問題は多種多様であり、ある地域内に限定される問題もあれば地球環

境問題のように広範囲に及ぶ場合もある。また、自然環境は多面的であり、他の環境題間との関係、貿易問題や国際協力問

題などの国際間問題との関係についても考慮する必要がある。  

２．本研究の目的と手法  １）２） 

 本研究では、環境問題だけでなく貿易問題や国際協力問題などについても考慮し、いくつかの政策について長期的な分析

を行うことを目的とする。そこで、長期的な環境変化と経済変化を同時に分析することが可能な最適経済成長モデルを用い、

各国に家計、企業、政府、自然環境が存在する動学的モデルを構築する。そして、各内生変数の変化率がゼロである定常状

態について着目することによって、政府の政策変数の変化が各内生変数に与える影響を分析する。本研究で構築したモデル

では、政府の行う政策として社会資本整備や知識資本形成の為の投資、自然環境政策への投資、人的資本形成の為の教育投

資の３つの投資を考え、それに伴い社会資本ストック、自然資源ストック、汚染物質ストック、人的資本ストックの変化を

明示している。また、政府は家計、企業からの税金の税率、貿易品への関税率を決定し、政府間では国際協力が行われてい

る。さらに、家計の効用に自然資源ストックと汚染物質ストックの要素を導入している。その上で、２，３国間での空間的

動学的モデルになっている。  

３．国際間環境問題の分類  

 国際間環境問題を図１のように分類する。Case1は１国

の自然環境の変化が、貿易などの国際関係を介する他国

へは環境問題として大きな影響を与えない場合であり、

Case２は他国へのその影響が大きい場合である。そして、

Case3は地球環境問題などの場合であり、第３国へも影響

を与えてしまう場合である。ただし、図１で挙げている

各具体例は、その状況次第により他の Caseとして扱うの

が望ましい場合もある。  

４．Case1についての分析   

 以下 Case1について示す。本研究で構築したモデルの

全体構成は図２のようになる。政府は家計、企業から税

を徴収し、家計、企業、自然を対象に各投資を行い、他

国の政府との間では国際協力が行われている。自然は財

生産の為の資源となり、家計に対してはアメニティを供

給する。また、家計と企業との間では財、労働、資本、

財支出、労働賃金、配当の需給があり、２国間で財と資

本が移動する。  

 家計の行動は、主観的割引率で割り引かれた瞬時的効

用を、無限期間にわたって合計した通時的効用の最大化

として表わされ、家計の効用は財消費量、余暇消費量、

自然資源ストック水準、汚染物質ストック水準に依存す

る。一方、企業は労働、資本、自然資源を投入して財 

を生産し、利潤を各期ごとに最大化するように行動する。 
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表２ 経済、環境への影響  

表１ 政策変数の変化による内生変数への影響  

自然資源ストック Ｚａ - ？ ？ ？ Ｚｂ ＋ - ＋ ？

汚染物質ストック Ｒａ ？ ? ？ ？ Ｒｂ ＋ - ＋ ？

財a消費 Ｃａａ ？ ？ ？ ？ Ｃｂｂ ？ ？ ？ ？

財b消費 Ｃａｂ ＋ - ＋ ？ Ｃｂａ - ＋ - ？

余暇時間消費 ｓａ ＋ - ＋ ？ ｓｂ - ＋ - ？

教育時間消費 ｅａ - ＋ - ？ ｅｂ ＋ - ＋ ？

家計保有資本量 κａ ？ ？ ？ ？ κｂ ？ ？ ？ ？

人的資本ストック Ｍａe - ＋ ？ ？ Ｍｂe ＋ - ＋ ？

企業投入資本量 Ｋａ - ＋ ？ ？ Ｋｂ ＋ - ＋ ？

企業投入労働力 Ｌａ - ＋ ？ ？ Ｌｂ ＋ - ＋ ？

利用自然資源量 Qa - ＋ ？ ？ Qｂ ＋ - ＋ ？

財生産量 ｙａ ？ ＋ ？ ？ ｙｂ ＋ - ＋ ？

社会資本ストック Ｍaf ＋ 0 0 ？ Ｍｂf 0 0 0 ＋

労働賃金率 Ｗａ - ＋ - ？ Ｗｂ ＋ - ＋ ？

財価格 Ｐａ - ＋ - ？ Ｐｂ ＋ - ＋ ？

企
業

価
格

先進国への投資の配分率 先進国への投資の配分率

家
計

教育政策
αｅ

先進国か
ら途上国
への国際
協力X

自
然

先進国か
ら途上国
への国際
協力X

社会資本
整備αｆ

環境政策
αｎ

社会資本
整備αｆ

環境政策
αｎ

教育政策
αｅ

先進国への政策により　
　途上国が受ける影響

先進国への政策により　
　先進国が受ける影響
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５．分析結果  

比較静学分析によって、政府により決定される政策変数を外生的に変化させたときの各内生変数への影響を分析する。ま

ず、構築したモデルについて最適化を行い各内生変数の変化率がゼロとなる定常状態について着目することによって、33

個の方程式により３３個の内生変数が表現される。さらに、これは２つの内生変数により２つの方程式からなる体系に書き

改めることができ、この２つの支配方程 

式を用いて比較静学分析を行った結果

が表１である。ここでは、先進国へ向け

た主な４つの政策の影響のみについて

示しており、各政策によって先進国、途

上国それぞれの各内生変数がどのよう

に変化するのかを表している。＋は、そ

の変数が増加するような効果が生じる

ことを、？は本研究の分析では判定でき

ないことを表している。  

表２はいくつかの結果を簡略化して

表したものである。例えば、先進国の社

会資本整備を行った場合、先進国への経 

済には良い影響を与えるが環境に対し

ては悪い影響を与え、経済と環境共に望ましい影響

は与えない。また、この場合途上国の経済には望ま

しくない影響が生じており、先進国の経済には良い

効果が出ても途上国の経済には逆の影響が生じてい

る。  

また、社会資本整備と環境政策など複数の政策を

同時に行った場合、どの政策の効果がより大きいの

かは本研究の定性的な分析では判定できす、結果的

にどのような影響をもたらすかは判定できない。同

じように、先進国から途上国への国際協力が行われ 

た場合の途上国への影響もまた判定できない。  

６．結論  

 本研究の主な結論をまとめると以下のようになる。本研究では、各政策が先進国と途上国それぞれに与える影響の関係は

それぞれ明示することができた。しかし、単独の政策ですべてを良い方向に導き得る政策は見つからず、そのため、複数の

政策を同時に行った場合の影響については定量的分析を行う必要がある。また、先進国から途上国への国際協力について符

号が確定しないことは、かえって途上国に負の影響をもたらすというトランスファー・パラドックスの可能性を示唆してい

る。以上についてさらなる分析が必要である。  

本研究で構築したモデル（先進国についてのみ）  
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